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[研 究報告要 旨]

川崎住宅株 式会社 は、戦時期 の川崎市で住宅建設及び不動産金融 を展開 した

住宅供給機 関である。川崎市 と市内企業が協同で設立 し、株 主 とな る大企業が

集積す る工業地帯 において、住宅営 団以外 に も公私協 同の株式会社 に よる住宅

供給が成 り立つ こ とを実証 した。

住宅会社 の雛形 は、1921年 4月 に内務省 が準備 した住宅会社法案要綱である。

1930年 代 に入 り満洲 で国策住 宅会社 の設 立が試み られ 、 1938年 3月 には満洲

全土を営業範 囲 とす る満洲房産株式会社 に改組 した。 この間、戦時期 にお ける

新経営形態 として、東京市政調査会 の公益企業法案が提案 され 、「企業営団」と

「公私協同株 式会社」 の二つ方式が示 され た。本稿 は公益企業法が提案 した新

経営形態 である公私協 同株式会社 の実現事例 として川崎住宅 を位 置づ ける。

1939年 5月 に設立 され た川崎住宅 は、(1)住 宅用地の取得 、造成 、分譲、

貸付 、(2)住 宅の建築、分譲 、(3)住 宅建設資金 の貸付、(4)公 共施設 の建

設、経営 を事業 内容 としたほか、新城 、登戸 土地 区画整理事業 とあわせ 300戸

規模 の集 団分譲住宅 を計画 し、川崎市 と提携 して公 園や商業地 を設置す る近隣

住 区を予定す るな ど後 の住宅営団 と同様 の事業 を展 開 した。川崎住宅 の経営実

績 は満洲房産 と並び、1941年 5月 設 立の住宅営団 に国策住宅機 関の成功可能性

を示唆 した ものであつた。

本稿 の課題 は、生産力拡充政策 に対応す るために実施 した戦時期川崎市の住

宅供給政策 の内容 を、同時期 の川崎住宅株式会社 の住宅建設事業 を中心 に検討

を加 えることである。具体的 には、(1)公 私協 同経営が どの よ うな経緯 で採用

され たのか、(2)生 産力拡充政策 で打 ち出 され た戦時期住宅政策 と川崎住宅株

式会社 が どの よ うな関係 をもつて設 立 され事業 を展開 したのか、 (3)1941年
に創設 され た住宅営団 とのかかわ りの中で川崎住宅株式会社 が住宅政策 に果 た

した役割 は どの よ うな ものであつたのかを明 らかにす る。


